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■目的
在留外国人が在留手続、雇用、医療、福祉、出産・子育て、こどもの教育等の生活に係る適切な情報や相談場所に迅速に到達することができるよう、

情報提供・相談を多言語で行う一元的相談窓口の設置・運営に取り組む地方公共団体を支援し、多文化共生社会の実現に資することを目的とする。

概要

■対象団体

区分 外国人住民数 交付限度額

都道府県 － 1,000万円

市町村

5,000人以上 1,000万円

1,000人～4,999人 500万円

500人～999人 300万円

500人未満 200万円

■交付限度額

令和８年度外国人受入環境整備交付金の概要について
令和８年度政府予算 １０億円

令和８年度の主な取組
出入国在留管理庁

（法務省）

都道府県
市町村

一元的相談窓口
（直接運営・民間への委託等）

申請 在留
外国
人等

地方出入国在
留管理局

交付

適宜関係機関と連携

相談

情報提供

設置
運営

受入環境調整担当官の相談員としての派遣、
相談員向け研修の実施、相談事例の共有等により支援

○運営事業
区分 外国人住民数 単独方式の場合 共同方式の場合

都道府県
・市町村

20,000人以上 1,000万円 1,200万円

10,000人～19,999人 900万円 1,080万円

5,000人～9,999人 800万円 960万円
2,000人～4,999人 500万円 600万円
1,000人～1,999人 300万円 360万円

1,000人未満 200万円 240万円

事業スキーム

■交付率

※ 運営事業の地方公共団体負担分については、地方公共団体の財政運営に支障
が生じないよう地方交付税措置を講ずることとされている

○整備事業

■対象経費
全ての都道府県及び市町村 整備事業：新たな一元的相談窓口体制の構築

又は体制の拡充に必要な経費
運営事業：一元的相談窓口体制の維持・運営

に必要な経費

原則として必要な経費の２分の１
（共同方式により整備事業を行う場合は１０分の１０）

※ 地方自治法に定める特別区を含む
※ 複数団体による「共同方式」も交付対象

■令和７年度は相談件数に基づく人件費限度額を設定したが、令和８年度は外国人住民数等
を考慮した物件費を含む一定額（ベース額）に、相談件数が多い地方公共団体にはその件
数に応じて加算する算定方法を採用。
（物件費についても、上記ベース額及び加算額の範囲内で交付。）

■令和７年度補正予算（2.19億円）により、一元的相談窓口におけるアウトリーチ型オリエ
ンテーションを試行実施。

■都道府県で交付金事業を行う場合、一元的相談窓口のない地域からの相談も受け付けるな
どの広域対応を実施する旨を交付要綱及び取扱要領に追記。

■運営事業について交付限度額の区分の細分化、整備事業の交付率の改定（共同方式以外は
１／２）、共同方式における交付限度額及びベース額の引き上げ。
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また、交付対象が単独で事業を行う方式（単独方式）のほか、複数の交付対

象が共同で事業を行う方式（共同方式）も対象となります。 

共同方式の運営方法の例 

共同方式には、様々な運営方法があるところ、代表的な運営方法について紹介し

ます。 

■相談員巡回方式

連携する市町村が共同して相談員を雇用（又は委託契約）し、相談員が各市町村

を巡回して相談対応する方式。 

■相互乗入方式

 各市町村の窓口でそれぞれ相談員を雇用し、各窓口で他の連携市町村の住民の相

談にも対応する方式。 

■中心市町村集約方式
構成市町村のうち、中心となる市町村の広域的対応窓口が一括して相談を受ける

方式。 

複数の地方公共団体が連携することにより、各地方公共団体の負担が軽減され、

対象となる外国人住民も多くなることから、費用対効果が見込めるなどのメリット

があります。 

また、近隣の地方公共団体と共同方式で窓口運営をすることにより、生活圏を共

有する外国人住民への相談支援を効果的に行うことができます。  

共同方式の実際の事例については「第３章２（７）広島市、府中町、海田町、熊

野町及び坂町（Ｐ．５４）」を御参照ください。
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（７）広島市、府中町、海田町、熊野町及び坂町  

自治体情報 

自治体名 人口 うち外国人 外国人割合 国籍ＴＯＰ３ 在留資格ＴＯＰ３ 

広島市 1,173,543 人 23,070 人 1.96% 

①中国

②ベトナム

③韓国

①永住者

②技能実習

③特別永住者

安芸郡

府中町 
52,074 人 688 人 1.32% 

①韓国

②ベトナム

③中国

①特別永住者

②永住者

③技能実習

安芸郡

海田町 
30,810 人 937 人 3.04% 

①ブラジル

②ペルー

③フィリピン

①永住者

②技能実習

③定住者

安芸郡

熊野町 
23,475 人 282 人 1.20% 

①ベトナム

②フィリピン

③ブラジル

①技能実習

②永住者

③特別永住者

安芸郡

坂町 
12,498 人 232 人 1.86% 

①ベトナム

②フィリピン

③インドネシア

①技能実習

②特定技能

③永住者

計 1,292,400 人 25,209 人 1.95% 

①中国

②ベトナム

③韓国

①永住者

②技能実習

③特別永住者

窓口の概要 

■運営形態 委託（公益財団法人 広島平和文化センター）

共同方式で「広島市・安芸郡外国人相談窓口」を設置。 

委託契約は広島市と委託先との間で締結している。 

■対応言語 ７言語（日本語・英語・中国語・ベトナム語・フィリピノ語・ポル

トガル語・スペイン語）
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※フィリピノ語は、金曜日（週１回）、第１と第３水曜日のみ配

置。

※通訳ボランティア、翻訳アプリで３０言語に対応。

■相談対応日程表

月 火 水 木 金 土 日 

開設日 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― 

共同方式での設置・運営について 

■共同方式とした理由

・ 広島市では、平成２０年度のリーマンショックを契機として雇用情勢が急激

に悪化し、外国人住民についても解雇など生活不安が増したことを背景に、平

成２１年度に「広島県緊急雇用対策基金事業」を活用してポルトガル語、スペ

イン語、中国語の相談員を配置した「外国人総合相談窓口」を開設した。開設

当初から、広島市安芸区及び周辺の安芸郡４町（府中町、海田町、熊野町、坂

町）に住む日系ブラジル人やペルー人等からの相談が多くあったことから、同

年７月に安芸区役所で、ポルトガル語及びスペイン語に対応する出張相談を開

始した。

・ 令和元年度に外国人受入環境整備交付金を活用して一元的相談窓口としての

外国人総合相談窓口を拡充した（単独方式）。

・ こうした中、令和２年４月以降に広島市の上記相談窓口で、新型コロナウイ

ルス感染症の影響で周辺の自治体に住む日系ブラジル人やペルー人から、

失業・生活困窮等の深刻な内容の相談が増加した一方で、広島市と周辺の自治

体との間で外国人住民の生活困窮等の状況を情報共有する体制がなく、周辺の

自治体がこのような現状を十分に把握できないことが課題となった。
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 これらのことを踏まえ、生活圏を共有する外国人住民の相談支援を効果的に

行うため、広島広域都市圏における新たな連携事業として、一元的相談窓口の

共同方式での設置について広島市から４町に提案して４町が同意し、令和３年

度から開始した。 

■共同方式で設置するまでの経緯

 広島市が中心となって令和２年度中に１市４町で３回の協議を行い、令和３年

４月１日付けで共同設置に係る覚書を締結するに至った。 

各協議における開催日、議事・説明事項等は以下のとおり。 

開催日 議事・説明事項等 

第１回 

令和２年７月９日 

① 共同方式を広島市から４町に提案することになった経緯

② 外国人相談窓口の利用状況、１市４町の外国人住民の人数（各

市町に占める割合・国籍別・在留資格別）

③ 共同方式での設置に関する協議の今後の進め方（決定すべき事

項やスケジュール等）についての協議

第２回 

令和２年１０月２日 

① 共同方式での設置の趣旨・相談窓口の名称案・開始時期・相談

体制・経費負担を含む実施案

② 共同方式での設置に係る１市４町及び国における予算要求や外

国人受入環境整備交付金の申請等を含むスケジュール

第３回 

令和３年１月２９日 

① 広島市の外国人総合相談窓口の相談員の紹介

② 確認事項等（共同方式の相談窓口の名称・共同方式採用の

経緯・事業効果・４町のメリット・覚書）について説明し、

１市４町の意思を確認

③ 今後のスケジュールのうち、過去の協議からの変更点

④ １市４町のホームページやＳＮＳ、広報紙、チラシの配布など

による一元的相談窓口の広報体制についての協議
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■費用分担等について

・ 負担金については、１市４町の外国人住民数の合計に対する各市町の構成比

を、相談窓口業務の委託契約金のうち共同運営に関する経費に乗じた額として

いる。

・ 各々の役割について、広島広域都市圏発展ビジョンを踏まえ、広島市は一元

的相談窓口の運営及び住民へのＰＲを行い、４町は一元的相談窓口の運営への

協力及び住民へのＰＲを行うこととしている。

■工夫していること

・ ４町に隣接する安芸区役所で月２回、ポルトガル語（第２水曜日）・スペイ

ン語（第３木曜日）の相談員による出張相談を実施している。

・ 円滑な相談対応につなげるため、１市４町の各担当窓口の連絡先リストを作

成し相談員間で共有している。

・ ４町の担当部署には、各町の職員に対して一元的相談窓口の広報を徹底する

よう依頼している。

・ １市４町の担当者が年

に２～３回程度集まって、

情報交換を行うようにして

いる。

・ 毎月、相談状況（個人

情報を削除したもの）を１

市４町で情報共有してい

る。

▲広島市・安芸郡外国人相談窓口の様子
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■共同方式のメリット・デメリット

メリット デメリット 

◆ 各自治体が多言語対応できる相談

員を確保することは財政的に負担が

大きいが、共同方式により財政的な

負担を軽減した上で、多言語化に対

応した相談サービスを外国人住民に

提供することができる。 

◆ 広島市においては、共同方式につ

いて、従来の一元的相談窓口の人員

体制等を大きく変更することなく対

応可能で、また、対象となる外国人

住民数が増えることから事例の蓄積

と相談員の経験値の向上が見込め

る。 

◆ １市４町で、組織として相談状況

を把握・情報共有することができ、

相談への組織的な対応が可能とな

る。 

◆ １市４町で異なる行政手続があ

る場合、相談員が１市４町の情報

を把握しておく必要があり、相談

員の事務負担が増加した。 

◆ 相談に応じた後、その場で各市

町の関係部署に同行通訳するとい

った機動的な対応ができない。 

◆ 共同方式の場合、市単独で一元

的相談窓口を設置した場合よりも

市が受領できる国の交付金が減

る。 
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■共同方式の採用を検討している自治体へのアドバイス

・ 共同して設置する自治体間での役割分担や費用負担などについてしっかりと

協議を重ねて合意を得るとともに、設置後は円滑な相談対応につなげるために

各自治体の窓口の連絡先リストを共有することや、相談状況などの情報交換を

行うことが必要であると考える。

・ 相談窓口を共同で設置することにより、単独設置では実施が難しいサービス

の提供ができるようになる、あるいは、今まで実現できなかったサービスの充

実、拡充が比較的少ない経費負担で可能になる等の具体的なメリットを挙げて

検討を進めると実現しやすいのではないか。

▼周知用チラシ





地方公共団体が設置・運営する一元的相談窓口の機能強化による
日本の制度や生活マナー等に関するアウトリーチ型オリエンテーションの推進

参考：外国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策《施策番号267》
一元的相談窓口における通訳の配置・多言語翻訳アプリの導入による多言語対応（11 言語以上）等の相談体制の整備・拡充の取組を外国人受入環境整備交付
金により財政的に支援するとともに、同相談窓口だけでは情報が届きにくい層にも生活に必要な制度やルールを周知するアウトリーチ型のオリエンテーショ
ンの取組を試行的に実施する。

既存事業：一元的相談窓口での相談対応

疑問や悩みを抱えた
在留外国人

外国人が日本の制度や生活マナーへの理解を深めることにより、秩序ある共生社会の実現に資するよう、外国人住民に
アウトリーチ型で情報を届ける地方公共団体の取組を、外国人受入環境整備交付金により支援する。

アウトリーチ型オリエンテー
ション等による情報発信等

団地や公民館等の外国人が集まる
場所や地域の外国人コミュニティー

新規事業：アウトリーチ型オリエンテーション等の試行実施

○課題
自ら情報や窓口にアクセスせず、日本の
制度や生活マナー等の情報が届きにくい
外国人は依然として存在。

○対応
外国人受入環境整備交付金を通じて、
一元的相談窓口の機能を強化し、外国
人の方から相談に来るのを「待つ」の
ではなく「外に出向く」取組を推進す
る。

地方公共団体が設置・運営する
一元的相談窓口

在留手続、雇用、医療、
福祉、出産・子育てなど
生活上の幅広い相談

○現状
入管庁の外国人受入環境整備交付金によ
り、一元的相談窓口を設置・運営する地
方公共団体を財政的に支援している。

○効果

窓口だけでは情報の届きにくい外国人
にも、日本の制度や生活マナー、困っ
たときの相談場所などを周知すること
により、日本人・外国人ともに安心・
安全に暮らせる秩序ある共生社会を実
現する。

地方公共団体が設置・運営する
一元的相談窓口

追加

①各地方公共団体の生活・行政情報や、入管庁の「生活オリエンテーション動画」等を活用して、団地や公民館等で交通
ルールなどに関するオリエンテーションを行い、終了後に個別の生活相談も受け付ける。

具体的な取組の例

②地域の外国人キーパーソン（コミュニティリーダー）と連携し、生活マナーに関する情報をSNSで発信。

①一元的相談窓口の
相談員の派遣

②外国人キーパーソンとの連携

（令和７年度補正予算による試行実施）

③域内市町村における課題・ニー
ズの汲み上げ（都道府県のみ）

③都道府県による広域機能の発揮に資するため、域内市町村における外国人施策に係る課題・ニーズの汲み上げ、改善に
係る助言・提案を企画・実施するなどの都道府県の取組。 etc.
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日本の制度や生活マナー等の情報発信に関するアウトリーチ型オリエンテーション事例集

一元的相談窓口の相談対応・情報発信に加え、情報が届きにくい外国人へ制度・生活マナー等をアウトリーチ型で情報
を届ける地方公共団体の取組を、外国人受入環境整備交付金により支援する。

・拠点型初期日本語指導教室に子どもを送迎する保
護者の待ち時間を活用して、ごみ出しなどの生活
ルール等のガイダンスを実施。
・外国人料理店・食材店を協力拠点とし、外国籍の
店主等が転入外国人にまち歩きの形式でごみステー
ション、避難所、日本語教室等を紹介し、生活ルー
ルを実地で周知。

事業概要

本事業の実施メリット

・出入国在留管理庁の動画・ガイドブックを活用
しつつ、ごみ分別など自治体独自ルールは新規資
料やリーフレット更新により分かりやすく周知。
・市内の町内自治会・学校等に出向き、相談員等
によるオリエンテーションを実施。
・留学生や外国人就労者へのヒアリング、動画撮
影への協力を通じ、外国人住民に伝わりやすい
ツールを作成。

日本語教室、学校、団地、地域コミュニティ等に出向くことで、相談窓口だけでは接点を持ちにくい層にも制度・生活情報を周知できる。
・窓口を知らない・利用しづらい外国人にも直接情報を届けられる。

・生活上の困りごとを早期に把握し、適切な相談・支援につなげられる。
在留手続、雇用、医療、福祉、子育て、教育など幅広い相談に対応する一元的相談窓口の機能を、地域の現場でも活用できる。

・ごみ出し、交通、防災等のルールを事前に周知し、地域トラブルを未然に防止できる。
生活ルールや行政サービスを分かりやすく伝えることで、外国人住民の理解を促し、日本人・外国人双方が安心して暮らせる地域づくりにつながる。

・外国人コミュニティ関係者等と調整を行い、外国
人コミュニティの会合やイベント開催日等にあわせ
て、日本の制度や市の制度、生活マナーを外国人へ
周知することを目的とした生活オリエンテーション
を実施。
・市HP掲載の外国人住民向け生活ガイダンス動画
やチラシ等を活用する。
・オリエンテーション実施後、外国人コミュニティ
関係者等に、実施の様子を情報発信してもらう。

・ごみ出しや騒音など生活ルールに関する相談・
苦情に対応し、外国人住民の早期定着と地域トラ
ブルの未然防止を目指す。
・生活オリエンテーションは、対象者や地域の
ニーズに応じた内容で実施。
・工業団地、教育機関、町内自治会を対象に案内
を進め、要望に応じて順次実施予定。

・ごみの分別等の生活ルールや災害時の対応、日本語教室
の紹介、高校・大学進学に関する情報等について、外国に
ルーツを持つ子どもの保護者が日頃抱える日常生活や学校
制度に関する悩みについて、対面で聞き取りを行い、その
場で解消できている。実施結果を確認し、課題やニーズに
応じて内容を見直しながら、残りのクールも計画的に実施。

・外国籍の店主等キーパーソンを活用した情報発信は今後
実施予定。関係機関や協力拠点店舗等との調整を進め、必
要な連携体制の構築を図る。

・外国人コミュニティとの新たな接点を創出できた。
キーパーソンの協力により目標を上回る参加があり、
地域の外国人住民へ直接情報を届ける機会となった。
・生活上の困りごとや、行政情報が届きにくい理由、
機械翻訳の限界などを確認できた。
・効果的な広報・啓発には、国籍や文化的背景に応じ
た伝え方が必要であることが把握できた。
・今後は対象地域・団体を広げて実施予定。

取組内容

事業成果・今後の展開

取組内容

事業成果・今後の展開

取組内容

事業成果・今後の展開

事例③： コミュニティ・キーパーソン活用型
 外国人コミュニティや関係者を通じて、会合・イベン
ト等の機会に情報を届け、さらに周囲へ波及させる。

事例②： 生活接点・地域拠点活用型
 日本語教室、飲食店など、日常生活の場を活用し
て情報を届ける。

事例①： ツール作成・活用型
 独自ガイドブック、動画、リーフレット等を
整備して情報発信する。
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在留外国人等
からの相談

身近な一次相談
で対応可能か

市町村の窓口

都道府県の窓口

対応可能

窓口未設置地域・専門案件

専門案件

都道府県と市町村の役割分担について（外国人受入環境整備交付金による対応状況と今後の方針）

※ 外国人住民数が都道府県と同規模の市町が実施する場合は対象（都道府県の負担や相談者の利便性を考慮）

１. 役割分担のイメージ

２. 交付金による対応状況

３. 令和９年度以降の方針
‣ 継続 … 専門家による相談員の研修等、都道府県と市町村における交付対象経費の切り分けを引き続き実施
‣ 新規 … 要領に記載した広域対応や管内市町村への助言等を本格実施するため、所要の経費を令和９年度概算要求に計上予定

R9本格実施（予定）

⇒ 予算執行調査や自治体意見等を踏まえ、都道府県には市町村支援や広域対応のニーズがあることを
確認したため、下図のとおり役割分担を整理

⇒ 1.の役割分担の考え方を交付金の要領等に反映。①・②は交付対象経費の切り分けで対応済み、③は令和９年度から本格実施を予定

市 町 村 ：住民に最も身近な行政主体として、一元的相談窓口における一次的な相談対応を担う
都道府県：一元的相談窓口がない地域からの相談に対応するとともに、市町村が抱える課題・ニーズを把握し、

その解決を支援するなどの広域的な役割を担う

【都道府県の窓口で行う取組】
R8実施済み

【基本的な考え方】
05

交付金事業の実施主体 交付金上の役割分担
市区町村 都道府県 R8年度 R9年度

① 専門家による相談員研修（謝金等） × 対象外 ○ 対象 実施済み 継続
② 専門家による相談会（謝金等） △ 原則対象外（※） ○ 対象 実施済み 継続
③ 広域対応、管下市町村への助言等 — ○ 対象 一部実施（要領記載） 本格実施（予定）

取組内容

②専門家による
相談会

①専門家による
相談員研修

③広域対応、管内市
町村への助言等
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